
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平 成 28年 度  事 業 報 告 書
平成 28年 4月  1日 から  平成 29年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

1 事業の成果
企業、業界団体、地方自治体とのネットワークを活用し、経営の重要課題である環境リスクの解決を
支援する環境リスク感性向上研修、産業廃棄物リスクセミナーのほか、排水リスクなど、多様なリスク
研修を実施した。また昨年度より始め、好評であった「環境リスク」セミナーを実施し、環境リスク

対応の重要性の認識と普及を図ることができた。

2 事業の実施に関する事項

(2)そ の他の事業

平成 28年度は、その他の事業の実施はありませんでした。

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

(1)環 境に関わ
る人材育成教育
研修事業

環境リスク/コ ンプライア
ンス企業内研修

4月 2回
中部地区 2名

企業環境施設
部F5  49名 |

200

環境推進責任者研修
9月 、 10月
各月 1回

東京地区 1名
企業環境推責
任者  40名

42

現場で活きる環境リスク
セミナー

3月 1回 横浜 3名
企業管理者

30名
81

(2)環 境に関す
る調査、研究、
普及事業

産業廃棄物マネジメントテ
キス ト査読

5月 ～8月 東京地区 4名
廃棄物処理事
業者
排出企業

43

(3)大学、研究
機関、行政、等
とのネットワー

廃棄物ガバナンスセミナー

管理者コース

9月 ,10月
12月 ,1月

各月1回

関東地区
関西地区

3名
廃棄物処理事
業者、排出企
業  327名

123

県産業廃棄物実務管理者講
習

9月 ,10月
12月

各月 1回
東1ヒ 3名

産業廃棄物管
理実務者
430名

120

(4)環 境 コンサ
ルタント事業

実施はありませんでした

(5)出版事業 実施はありませんでした



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成28年度  活動計算書

平成 28年 4月  1日 から 平成 29年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメン ト研究会

科 目 金 額
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0
52,140

4,452

4,545

120,000

649

5,1

911

20,736

288.647

受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
受取寄附金
受取寄附金
受取助成金等
受取補助金
事業収益
/.、 環境にかかわる人材育成の教育研修/■ヽノッ_ル提供事業
(2)環境に関する調査、研究、普及事業
/_、 大学、研究機関、行政、民間企業、NPO
0ヽノ

等との情報交換及びネットワーク構築事
(4)環境コンサルティング事業
(5)出版事業

5 その他収益
受取利息
経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
講師謝金
人件費計
(2)その他経費
旅費交通費
会場費
振込手数料
印刷製本費
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
事務用品費
コンピュータ費
通信運搬費
教育費
旅費交通費
振込手数料
消耗品費
事務所費
会議費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

味財産額

2

3

4

経常外収益計
経常外費用

経常外費用計
当期正味財産増減額



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成28年度 貸借対照表

平成 29年  3月  31日 現在

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメント研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

321,071

0

321,071

321 071

32,424

32,424

32,424

286,023

2,624

288,647

321,071



16

平成28年度  計算書類の注記
特定非営利活動法人環境 リスクマネジメン ト研究会

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計法 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産はありません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
物的サービスは受けていません。

(6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によつています。

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当事項はありません。

事業部門計 管理部門 合計
人財育成/
研修事業

調査、研究

普及事業
情報交換ネット
ワーク構築事業

コンサルティンク
゛
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科 目
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818,207243,572 0 609,594 208,613323,074 42,948

211,236 ▲ 208,612 2,624168,196 4,052 38,981

I 経常収益
1,受取会費
2.受取寄附金
3.受取利息
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
講師謝金
退職給付費用
福利厚生費
人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
教育費
コンピュータ費
通信費
印刷製本費
振込手数料
事務用品費
消耗品費
事務所費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法



4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等はありません。

5.固定資産の増減内訳
固定資産はありません。

6.借入金の増減内訳
借入金はありません。

7.役員及びその近親者との取引の内容
該当取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業費の経費及び管理費は直課しています。
その他の事業に係る資産の状況
該当事項はありません。

8

内容 期首残高 当期士加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 E 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類 に

計上 された
金額

内役員及び

近親者 との

取弓l

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成28年度  財産目録

平成 29年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメント研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務局費用 (第 4四半期分 )

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

0

321,071

321,071

321,071

32,424

32,424

32,424

0

288,647



書式第 18号 (法第 28条関係 )

平成 28年度 年間役員名簿
平成 284F4月 1日 から 二平り裁29勺匡3月 31日 まで

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

役  名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 松本 操
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 氏家 啓一
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 緑本 和博
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 石川 進一
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 栗原 安夫
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 栗田 典明
28年14月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 岡野 雅通
28年4月 1日

～29年3月 31日

年二 月 日

～ 年  月  日

理事 山田 充
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 曽地 修一
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 牟田 修
28`午4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 関 敦夫
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 天野 輝芳
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 池屯F 善満
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 馬坂 達男
28年4月 1日

～29年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 吉野 由利子
28年4月 1日

～29年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

|



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
平成 29年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 松本 操

2 氏家 啓一

3 緑本 和博

4 石川 進一

5 栗原 安夫

6 栗田 典明

7 岡野 雅通

8 山田 充

9 曽地 修一

10 牟田 修

11 関 敦夫

12 池屯6 善満

13 馬坂 達男

14 天野 輝芳

15 吉野 由利子

16 大塚 隆夫


